
 

 

保険者機能強化アクションプラン（第５期）及び令和３年度事業計画（案）の変更について 
 

保険者機能強化アクションプラン（第５期）（案） 令和３年度事業計画（案） 

⑩ オンライン資格確認の円滑な実施 

・ 国のオンライン資格確認システムを有効に機能させ、資格喪失後受診に伴う返

納金債権発生の防止を図るため、マイナンバーをより確実に入手するためのシス

テムの改善及び加入者に対するマイナンバーの登録勧奨を行い 、マイナンバー

収録率を高める。 

・ また、「保険者におけるマイナンバーカードの取得促進策等（令和元年 9 月 3

日デジタル・ガバメント閣僚会議にて公表）」等に基づき、国が進めるマイナンバ

ーカードの健康保険証としての利用の推進に協力する。 

 

■ KPI：加入者のマイナンバー収録率を対前年度以上とする。 

 

⑩ オンライン資格確認の円滑な実施 

・ オンライン資格確認の円滑な実施のため、システムの機能改善及び加入者への

マイナンバー登録の促進を行い、加入者のマイナンバー収録率向上を図る。 

・ また、「保険者におけるマイナンバーカードの取得促進策等（令和元年 9 月 3

日デジタル・ガバメント閣僚会議にて公表）」等に基づき、国が進めるマイナンバー

カードの健康保険証としての利用の推進に協力する。 

 

■ KPI：加入者のマイナンバー収録率を対前年度以上とする。 

 

ⅰ）特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上 

・ 国が示す協会けんぽの特定健診の実施率の目標値は、令和 5 年度末に

65％である。なお、令和元年度実績は、52.6％となっている。 

・ 特定健診について、健診・保健指導カルテ等を活用して、実施率への影響

が大きいと見込まれる事業所や業態等を選定し、重点的かつ優先的に働きか

けることで、効果的・効率的な受診勧奨を実施する。 

 また、被扶養者の特定健診については、がん検診との同時実施など地方自治

体との連携を推進し、実施率の向上を図る。 

・ 事業者健診データの取得について、事業主・健診機関・協会けんぽ（３者

間）での新たな提供・運用スキームを構築し、事業者健診データが健診機関

を通じて確実に協会けんぽに提供されるよう、関係団体等と連携した円滑な

運用を図る。事業主・健診機関・協会けんぽ（３者間）での新たな提供・運

用スキームを構築するとともに、制度的な課題の解決に向けた国への働きかけ

を行う。 

 

■ KPI：① 生活習慣病予防健診実施率を 63.9%以上とする 

② 事業者健診データ取得率を 9.6％以上とする 

③ 被扶養者の特定健診実施率を 35.0％以上とする 

 

ⅰ）特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上 

・ 特定健診実施率の向上に向けて、健診・保健指導カルテ等の活用により実

施率への影響が大きいと見込まれる事業所や業態等を選定し、重点的かつ優

先的に働きかけることで、効果的・効率的な受診勧奨を行う。 

・ 被扶養者の特定健診実施率の向上に向けて、市との協定締結を進めるなど

地方自治体との連携を推進し、がん検診との同時実施等の拡大を図る。 

・ 事業者健診データの取得促進に向けて、都道府県労働局との連携など国や

関係団体に対する働きかけを行う。 

また、国において事業者健診データの取得について、に係る事業主・健診機

関・保険者（３者間）での新たな提供・運用スキームを構築し、が検討されて

いることを踏まえ、事業者健診データが健診機関を通じて確実に協会けんぽに

提供されるよう、関係団体等と連携した円滑な運用を図る。制度的な課題等

の解決に向けた国への働きかけを行う。 

 

■ KPI：① 生活習慣病予防健診実施率を 58.5%以上とする 

        ② 事業者健診データ取得率を 8.5％以上とする 

    ③ 被扶養者の特定健診実施率を 31.3％以上とする 
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マイナンバーカードの健康保険証利用

【現状】

〇 国のオンライン資格確認については、令和３年３月の開始に向け、医療保険者等関係機関において、
システム改修及びデータ移行等を実施してきたところである。

〇 しかしながら、医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入予定施設数については、
令和３年１月３日時点で48,866施設（21.4%）にとどまっている。（目標：令和３年３月時点で６割程度）

〇 また、マイナンバーカードの保険証利用の申込みについても、令和３年１月３日時点で、2,097,589
件（マイナンバーカード交付枚数の6.8%）にとどまっている。

〇 こうした状況を踏まえ、厚生労働省においては、マイナンバーカードの保険証利用の普及に向け、
「医療機関等への更なる導入支援」、「マイナンバーカードの保険証利用申込の更なる促進」等の
『加速化プラン』を実行している。

保険者においても、「保険者におけるマイナンバーカードの取得促進策等（令和元年9月3日デ

ジタル・ガバメント閣僚会議にて公表）」等に基づき、国が進めるマイナンバーカードの健康保険
証としての利用の推進に協力することが求められていた。

しかしながら、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を利用する際の個人認証手数料
の費用負担のあり方が決定していなかったため、これまで協会としては広報を実施してこなかっ
たところである。

今般、令和３年度予算案（令和２年12月21日閣議決定）において、個人認証手数料を国が負

担することとなったため、今後、協会としても加入者及び事業主に対し、マイナンバーカードの健
康保険証利用に関する広報を実施していく。
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国のオンライン資格確認等に関するスケジュール

令和元年12月25日
第123回社会保障審議会医療保険部会資料

国のオンライン資格確認に係るスケジュールは下記の通りであり、令和3年3月からの開始が予定されている。

参考
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医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入準備状況

令和３年１月13日 第139回社会保障審議会医療保険部会 資料１－１

参考
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マイナンバーカードの保険証利用の普及に向けた「加速化プランについて」

4

参考

令和２年10月30日 閣議後記者会見にて厚生労働大臣発表
令和２年12月23日 第138回社会保障審議会医療保険部会 資料３
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全国健康保険協会におけるマイナンバーカード取得促進策等
（令和元年9月3日 デジタル・ガバメント閣僚会議資料より一部抜粋）

参考
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政府から提供された広報資材 参考
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【参考】厚生労働省保険局長通知（基発1223第5号・保発1223第1号）
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